
入　札　の　公　告
【整理番号1】

次のとおり、一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。

北海道空知総合振興局長　　　　　　
1 入札に付する事項

(1) 工事名称
　深川雨竜線外（特）交安工事（照明工）（冬）

(2) 工事場所
　深川市、妹背牛町

(3) 工事期間

(4) 工事概要

(5) 分別解体等の実施の義務付け

(6)

(7)

(8)

(9)

2 電子入札等に関する事項
(1)

(2) 　電子入札システムに障害等が発生し電子入札の続行が困難な場合には、紙入札に変更する場合がある。
(3)

(4)
(5)

(6)
(7)

３ 入札に参加する者に必要な資格
　入札参加希望者は単体企業であって、次の要件をすべて満たしていること。
(1)

(2)

(3) 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。
(4)
(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

ア
イ

ウ

(ア) 　建設業法第26条第３項第１号の規定の適用を受ける監理技術者等を配置する場合は、次の要件を全て満たしていること。
 ａ 本工事及び他の工事それぞれの請負代金の額が、１億円未満（建築一式工事の場合は２億円未満）であること。

ｂ 本工事現場と他の工事現場との間（以下、「工事現場間」という。）の距離が、同一の監理技術者等がその一日の勤務時間内に巡回可能であ
り、かつ、工事現場において災害、事故その他の事象が発生した場合において、工事現場間の片道の移動時間がおおむね２時間以内であるこ
と。

ｃ 　入札参加者が注文者となった下請契約から数えて、下請次数が３を超えていないこと。
ｄ 　本工事に配置する監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下「連絡員」という。）を本工事に置くこと。

　なお、本工事が土木一式工事又は建築一式工事である場合は、連絡員は、本工事と同種の工事に関する実務の経験を一年以上有する者である
こと。

ｅ 　本工事現場の施工体制を監理技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認するための措置を講じること。
　なお、情報通信技術については、現場作業員の入退場が遠隔から確認できるものであること。

　本工事の契約は、契約手続に係る書類の授受を電子契約サービス（北海道の発注する調達業務を執行するために利用する情報システム（電子計算機を
利用して行う業務処理体系をいう。）をいう。以下同じ。）を利用して契約内容を記録した電磁的記録で行うこと（以下「電子契約」という。）ができ
る。
　電子契約サービスに障害等が発生し電子契約の続行が困難な場合には、紙契約とする場合がある。
　その他電子契約に係る運用は、「電子契約サービス利用要領」によるものとする。

設計変更重視型発注方式試行工事
　この工事は、契約対象の一部の数量、単価及び歩掛を簡略化することなどにより、入札時の設計図書作成を簡素化し、設計変更手続きを重視する「設
計変更重視型発注方式」の試行工事である。
　「設計変更重視型発注方式」の試行工事において、入札参加資格者等から設計図書に関する誤り又は不一致等の質問があった際には、内容等を確認し
その影響が軽微であると支出負担行為担当者が判断した場合、その時点で修正は行わないが、契約締結後、現地確認の結果等を踏まえ、設計変更を行う
旨、入札参加資格者等に通知する。
　なお、発注者自らが設計図書の誤り等を発見した場合も、その影響が軽微であれば修正を行わずに、契約締結後、現地確認の結果等を踏まえ、設計変
更を行うこととする。（詳細は特記仕様書を参照すること。）

　この工事は、受注者の発案によるカーボンニュートラルに資する取組を推進する「北海道インフラゼロカーボン試行工事」の対象工事である。
　受注者は契約後、当該工事において、カーボンニュートラルに資する取組を発注者に提案し、取組を実施することができる。
　この試行に係る費用については、原則、受注者の負担とする。

北海道インフラゼロカーボン試行工事

建設キャリアアップシステム活用モデル工事
　本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」の試行対象工事である。受注者は、建設キャリアアップシステムの活用を希望する場合
は、工事着手前に発注者へ協議を行い、協議が整った場合に試行を実施するものとする。
ＡＩ活用試行工事
　この工事は、受注者の提案によるＡＩ技術の活用を通じて、施工の効率化や品質の向上、安全性の向上を図る取組を推進する「ＡＩ活用試行工事」の
対象工事である。
　受注者は契約後、当該工事において、ＡＩ技術活用に関する取組を発注者に提案・協議し取組を実施することができる。
　この試行に係る費用については、原則、受注者の負担とする。

　この工事は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）」第9条に基づき分別解体等の実施が義務付けられた工事であ
るため、契約に当たり再資源化等に要する費用、解体工事に要する費用、分別解体等の方法、再資源化等をするための施設の名称及び所在地を契約書に
記載する必要があることから、特記仕様書に記載された特定建設資材廃棄物、搬出数量等を参考に再資源化等に要する費用及び解体工事に要する費用を
含めて見積った上で、入札を行うこと。

令和8年10月19日

　この工事は、「フレックス工期制」による工事である。
　令和8年12月3日から令和9年3月23日までの期間内で、落札者が申し出た期間を工期とする。

照明柱／Ｎ=5本
照明灯具取替／Ｎ=15台

　本工事の入札は競争参加資格確認申請書及び入札書等の提出等を電子入札システム（北海道の発注する調達業務を執行するために利用する情報システ
ム（電子計算機を利用して行う業務処理体系をいう。）をいう。以下同じ。）を利用して行う。ただし、入札参加者のやむを得ない理由により電子入札
システムを利用できない場合は、支出負担行為担当者に紙参加届出書を提出することで紙により入札に参加することができる。

　電子入札システム運用時間は毎日午前8時から午後11時まで（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下
「休日」という。）及びメンテナンスのためのシステム停止日を除く。）とする。
　その他電子入札に係る運用は、「北海道電子入札運用基準」によるものとする。

　競争参加資格確認申請書等の提出日以前に3ヶ月以上の雇用関係にあること。ただし、合併又は営業譲渡等があった場合は、この限りではない。

　なお、工事１件の請負代金額が、建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第27条第１項に定める金額に満たない場合は、技術者の専任は要し
ないものとする。

　発注工事に対応する令和8年度に有効な道の競争入札参加資格のうち電気工事の資格及び建設業法（昭和24年法律第100号）における建設工事の種
類ごとに定める許可を有すること。
　競争入札参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領の規定に基づく指名停
止を受けていない者であること。

　北海道における電気工事の競争参加資格がＡ等級に格付けされていること。
　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続開始決定後の北海道競争入札参加資格の再審査結果を有していること。
　建設業法第３条第１項第２号に規定する特定建設業者又は同法第３条第１項第１号に規定する一般建設業者であること。
　ただし、一般建設業者が下請代金の額（その工事に係る下請契約が複数あるときは下請代金の額の総額）が5,000万円以上（建築工事業の場合は
8,000万円以上）となる下請契約を締結することは、建設業法違反となるので注意すること。
　空知、石狩（総合）振興局管内に主たる営業所（建設業許可申請書別記様式第一号又は別紙二(２)（建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14
号）別記様式第一号又は別紙二(２)）の「主たる営業所」の欄に記載されているものをいう。）を有する者であること。
　過去15年間（平成23年度から令和7年度）に、本工事と同種で、かつ、概ね同規模と認められる官公庁発注の工事を元請として施工した実績を有す
る者であること。
   なお、共同企業体として施工した実績は、当該共同企業体の構成員としての出資比率が20パーセント以上の場合のものに限るものとする。
　次の要件を満たす者を監理技術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」という。）として工事に専任で配置すること。ただし、建設業法第26条第３
項第１号の規定の適用を受ける監理技術者等又は同項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（以下「専任特例の場合の監理技術者等」という。）の配
置を行う場合若しくは同法第26条の５第１項の規定の適用を受ける監理技術者等（以下「営業所特例の場合の監理技術者等」という。）の配置を行う場
合は、専任を要しない。

　建設業法第26条に規定する監理技術者又は国家資格を有する主任技術者若しくはこれと同等以上の資格を有していること。

　上記(9)ただし書きにおける専任特例の場合の監理技術者等の配置を行う場合は、次の(ｱ)又は(ｲ)の要件及び(ｳ)～(ｴ)の要件を満たしていること。
　



ｆ 　次に掲げる事項を記載した人員の配置の計画書を作成し、各工事現場に備え置くこと。
 (a)　建設業者の名称及び所在地
 (b)　監理技術者等の氏名
 (C)　監理技術者等の一日あたりの労働時間のうち労働基準法（昭和22年法律第49号）第32条第１項の労働時間を超えるものの見込み及び労
働時間の実績
 (d)　本工事に係る次の事項
ⅰ　工事の名称及び工事現場の所在地
ⅱ　工事の内容（建設業法別表１上段の建設工事の種類）
ⅲ　工事の請負代金の額
ⅳ　工事現場間の移動時間
ⅴ　下請次数
ⅵ  連絡員の氏名、所属会社及び実務の経験（実務の経験は、土木一式工事又は建築一式工事の場合に記載）
ⅶ　施工体制を把握するための情報通信技術
ⅷ　現場状況を把握するための情報通信機器

ｇ 監理技術者等が、本工事現場以外の場所から本工事現場の状況の確認をするために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置さ
れ、かつ当該機器を用いた通信を利用することが可能な環境が確保されること。

ｈ 　監理技術者を設置する場合は、監理技術者資格者証の交付を受けており、国土交通大臣の登録を受けた講習を受講していること。
(イ) 　建設業法第26条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者を配置する場合は、次の要件を全て満たしていること。

ａ 　建設業法第26条第３項第２号による監理技術者の職務を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）を工事に専任で配置すること。

ｂ 　監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であるこ
と。
  なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例の場合の監理技術者等に求める技術検定種目と同じである
こと。

ｃ 　監理技術者補佐は、競争参加資格確認申請書等の提出日以前に３か月以上の雇用関係にあること。ただし、合併又は事業譲渡等があった場合
は、この限りではない。

ｄ 　監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。
ｅ 　監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。
ｆ 　監理技術者が兼任できる工事は札幌建設管理部管内の工事でなければならない。

(ウ) 　同一の専任特例の場合の監理技術者等を配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。ただし、同一あるいは別々の発注者
が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性
が認められるもの（当初の請負契約以外の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については、これら複数の工事を一の工事とみ
なす。

(エ) 　専任特例の場合の監理技術者等は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければな
らない。

(オ) 　監理技術者を設置する場合は、監理技術者資格者証の交付を受けており、国土交通大臣の登録を受けた講習を受講していること。
エ

(ア) 　監理技術者等を専任で配置する必要がある工事は、以下の全てを満たすこと。
ａ 特定営業所技術者若しくは営業所技術者（以下、「営業所技術者等」という。）が置かれている営業所において請負契約が締結された工事であ

ること。

ｂ 兼務する工事の数は、１を超えないこと。
ｃ 本工事の請負代金の額が、１億円未満（建築一式工事の場合は２億円未満）であること。
ｄ 営業所から本工事現場の距離が、同一の営業所技術者等がその一日の勤務時間内に巡回可能なものであり、かつ本工事現場において災害、事故

その他の事象が発生した場合において、本工事現場と営業所との間の片道の移動時間がおおむね２時間以内であること。

ｅ 入札参加者が注文者となる下請契約から数えて、下請次数が３を超えないこと。
ｆ 本工事に配置される営業所技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下「連絡員」という。）を本工事に置くこと。

なお、本工事が土木一式工事又は建築一式工事である場合は、連絡員は、本工事と同種の工事に関する実務の経験を一年以上有する者であるこ
と。

ｇ 本工事現場の施工体制を営業所技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認するための措置を講じること。なお情報通信技術について
は、現場作業員の入退場が遠隔から確認できるものとする。

ｈ 次に掲げる事項を記載した人員の配置の計画書を作成し、本工事現場に備え置くこと。

(a)　建設業者の名称及び所在地
(b)　営業所技術者等の氏名及びこれらの者の置かれている営業所の名称
(c)　営業所技術者等の一日あたりの労働時間のうち労働基準法第三十二条第一項の労働時間を超えるものの見込み及び当該労働時間の実績

(d)　本工事に係る次の事項
ⅰ　工事の名称並びに契約を締結した営業所及び工事現場の所在地
 ⅱ　工事の内容
ⅲ　工事の請負代金の額
ⅳ　営業所から本工事現場への移動時間
ⅴ　下請次数
ⅵ  連絡員の氏名、所属会社及び工事に関する実務の経験の内容
 
ⅶ　施工体制を把握するための情報通信技術
ⅷ　現場状況を把握するための情報通信機器

ｉ 営業所技術者等が、本工事現場以外の場所から本工事現場の状況の確認をするために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置
され、かつ当該機器を用いた通信を利用することが可能な環境が確保されること。

ｊ 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。
ｋ 営業所特例の場合の監理技術者等は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければな

らない。
ｌ 監理技術者資格者証の交付を受けており、国土交通大臣の登録を受けた講習を受講していること。

(イ) 　監理技術者等を専任で配置する必要がない工事（営業所と工事現場が近接している場合）（平成15年４月21日付国総建第18号）は、以下の
全てを満たすこと。

ａ 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された工事であること。

ｂ 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業所が近接していること。
　ｃ 営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること。

ｄ 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

(ウ) 　監理技術者等を専任で配置する必要がない工事（ 上記(ｲ)の場合以外）は、上記(ｱ)の要件を全て満たすこと。
オ

カ
キ
ク

　上記(9)ただし書きにおける営業所特例の場合の監理技術者等の配置を行う場合は、次の(ｱ)～(ｳ)の要件のいずれかを満たしていること。

　専任特例の場合の監理技術者等を活用する場合は営業所特例の場合の監理技術者等を活用できず、営業所特例の場合の監理技術者等を活用する場
合にあっても、上記ウ(ｱ)～(ｳ)の併用はできない。
　現場代理人を工事現場に専任で配置できること。
　本工事に係る設計業務等の受託者ではないこと、又は当該受託者と資本関係若しくは人的関係がないこと。
　入札に参加しようとする者の間に次の基準のいずれかに該当する関係がないこと（当該基準に該当する者の全員が共同企業体の代表者以外の構成
員である場合を除く。）。
　なお、キ及びクにおける資本関係及び人的関係とは、次に掲げるものをいう。
　また、当該関係がある場合に、入札参加資格申請を取り下げる者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、建設工事競争入札心得第４
条第２項に該当しない。



ア 　資本関係

(ア) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合
(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

イ 　人的関係
　次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ア)については、会社の一方が更正会社等である場合を除く。
(ア) 一方の会社の取締役等（会社の代表権を有する取締役（代表取締役）、取締役（社外取締役及び指名委員会等設置会社（会社法第２条第１項第

12号に規定する指名委員会等設置会社をいう。）の取締役を除く。）及び指名委員会等設置会社における執行役又は代表執行役をいう。以下同
じ。）が、他方の会社の取締役等を兼ねている場合

(イ) 一方の会社の取締役等が、他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場
合

ウ 　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
　上記(ア)又は(イ)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合

4 　競争入札参加資格確認申請書等の提出期間等
(1)  申請書

ア
イ

ウ

(2)  添付書類
ア 　類似工事施工実績調書
イ

ウ

(3)  提出期間
ア 　電子入札システムによる提出期間

イ 　紙による提出期間等
(ア) 　提出期間

　　令和8年10月19日（月）から令和8年10月29日（木）まで （日曜日、土曜日及び休日を除く。）の毎日午前9時から午後5時まで。

(イ) 　提出場所
　　札幌市中央区南11条西16丁目　北海道空知総合振興局札幌建設管理部建設行政室入札契約課

(ウ) 　提出方法
　　持参又は送付により提出すること。

(4)  その他
ア 　資料の作成に要する経費は、入札参加希望者の負担とする。
イ 　提出された資料は、返却しない。
ウ 　提出された資料は、無断で他に使用しない。
エ 　提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。

５ 入札参加資格の審査

６ 入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明
(1)

　札幌市中央区南11条西16丁目　北海道空知総合振興局札幌建設管理部建設行政室入札契約課
(2) 理由の説明は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内に書面により回答する。

7 契約条項を示す場所
　札幌市中央区南11条西16丁目　北海道空知総合振興局札幌建設管理部建設行政室入札契約課

8 入札書の提出方法等
(1)  入札書の提出方法

(2) 入札書の提出期間等

(3)

(4)

(5)  開札場所
　 札幌市中央区南11条西16丁目　北海道空知総合振興局札幌建設管理部 ３階会議室

(6)  開札日時
 　令和8年11月24日（火）         午前9時30分

9 送付による入札

 本工事は、電子契約の対象工事であるため、初度の入札書提出時に契約に関する申出書の電子ファイルを添付して、電子入札システムにより提出するこ
と。ただし、紙参加者は、契約に関する申出書をあらかじめ作成の上、入札書提出時に持参又は送付により提出すること。

　次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又
は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社
等」という。）である場合を除く。

　入札参加希望者は、競争参加資格確認申請書に(2)の書類の電子ファイルを添付して、電子入札システムにより提出しなければならない。
　入札参加希望者のやむを得ない理由により電子入札システムを利用できないため、紙により入札に参加する場合（以下「紙参加」という。）は、
制限付一般競争入札参加資格審査申請書に(2)の書類を添付して紙により提出しなければならない。
　関係書類について、電子入札システムによる提出が困難な場合（北海道電子入札運用基準第２章４－２に該当する場合をいう。）は、電子入札シ
ステムにより送付・持参提出通知書を提出の上、添付書類内訳書に添付して紙により提出しなければならない。

　類似工事施工実績を証明する書面（契約書等の写し、設計書の写し、共同企業体協定書及び経常建設共同企業体附属協定書の写し、CORINS登録
の写し、若しくは公告日に有効な類似工事施工実績登録書の写し）

　令和8年11月18日（水）午前9時00分から令和8年11月20日（金）午後3時00分まで（電子入札システムが運用していない時間を除く。）

ただし、紙参加の場合は、支出負担行為担当者により、競争入札参加資格があることが確認された旨の制限付一般競争入札参加資格審査結果通知書の
写しと併せて、(５)の開札場所へ(６)の開札日時に持参すること。

なお、送付による場合は、工事費内訳書を同封し、封筒に「深川雨竜線外（特）交安工事（照明工）（冬）入札書等」と朱書きの上、必着とするこ
と。

認める。ただし、電子メール又はファクシミリによるものは受け付けない。
なお、送付による入札をした者は、開札日時に開札場所にいない限り、再度入札に参加することができない。

　初度の入札書提出時に工事費内訳書の電子ファイルを添付して電子入札システムにより提出すること。ただし、紙参加者は、工事費内訳書をあらかじ
め作成の上、入札書提出時に持参し、提出すること。
　なお、工事費内訳書の提出がない場合や、工事費内訳書の内容を確認をする入札において、工事費内訳書に不備等がある場合は、当該入札は無効とな
り、また、再度入札を行う場合にあっては、再度入札に参加できないことになるので注意すること。

　特定関係調書（当該調書提出後、入札書提出時までの間において、新たな資本関係又は人的関係が生じた場合は、その都度持参し提出するこ
と。）

　令和8年10月19日（月）午前9時00分から令和8年10月29日（木）午後5時00分まで （電子入札システムが運用していない時間を除く。）

　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の５の２に規定する一般競争入札であるので、入札に参加し
ようとする者が３に掲げる資格を有するかどうかの審査を行い、その結果を令和8年11月6日（金）までに電子入札システムにより通知する。ただし、紙
参加の場合は、書面により通知する。

入札参加資格がないと認められた者は、その理由について、令和8年11月13日（金）までに書面により説明を求めることができる。
なお、書面は次の提出先に持参又は送付すること。

　入札書は、電子入札システムにより提出しなければならない。ただし、紙参加の場合は、紙により提出しなければならない。
なお、再度入札の場合においても同様とする。



10 入札保証金及び契約保証金
(1)  入札保証金

 入札保証金は、免除する。

(2)

11 落札者の決定方法

12 落札者と契約を行わない場合
(1)

(2)

13 契約書作成の要否
　必要とする。

14 予定価格等
(1)
(2)

15 図面、仕様書等（以下「設計図書等」という。）の閲覧等
(1)  設計図書等は、閲覧期間中、インターネットにより閲覧することができる。

ア 閲覧期間

イ

(2)  設計図書等に関する質問は、イの簡易システムにて受付を行う。
ア 受付期間

　令和8年10月19日（月）から令和8年11月10日（火）まで（日曜日、土曜日及び休日を除く。）の毎日午前9時から午後5時まで。

イ 設計図書等への質問受付
　「簡易申請システム　https://www.harp.lg.jp/D9xVfC6t」

(3)
ア インターネットによる閲覧期間

　令和8年10月19日（月）から令和8年11月20日（金）まで
イ インターネットによる閲覧

16 支払条件
(1)  前金払

(2)  中間前金払

(3)  部分払
　

17 その他
(1)
(2)

(3)

(4)

(5) 消費税等課税事業者等の申出

(6)

(7)

(8)
(9)
(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

　なお、本工事は、電子契約の対象工事であるため、契約に関する申出書において、電子契約を希望した場合、落札者は、電子契約に承諾したものとみな
す。

　公告の内容に関し不明な点は、北海道空知総合振興局札幌建設管理部建設行政室入札契約課（電話011-561-0436）に照会すること。

　この公告のほか、入札に参加する者は、別紙の建設工事競争入札心得その他関係法令の規定を承知すること。
　この入札公告における工事概要等については、必ず設計図書で確認すること。
　なお、契約保証の補正率については、公募要件を確認し積算すること。
　閲覧に供する図面、仕様書等については、すべて電子データとなり、紙による閲覧用資料はないので留意すること。
　なお、閲覧に供した電子データのうち、特記仕様書・位置図・設計図・工事数量総括表・見積用参考資料について、落札者においては契約図書となる
ので、これらの電子データを必ず取得するとともに保存すること。

　落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者であるかを申し出ること。ただし、落札者が共同企業体の場合で
あって、その構成員の一部に免税事業者がいるときは、共同企業体消費税等免税事業者申出書を提出すること。

　紙参加する者は、申請書等受付締切日（電子入札システムにより既に申請書等の提出を行った者が入札書の提出を紙により行うときは、入札書受付締
切日）の午後３時までに、紙参加届出書（北海道電子入札運用基準紙様式３）を提出しなければならない。
　なお、書面は、次の提出先に持参又は送付すること。
      札幌市中央区南11条西16丁目　北海道空知総合振興局札幌建設管理部建設行政室入札契約課

　この入札は、取りやめること又は延期することがある。
　この入札の執行は、公開する。
　契約の相手方が、中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第3条の4の規定による流動資産担保保険に係る融資保証制度又は金融機関等による
売掛債権の買取りを工事完成検査合格後に利用しようとする場合又は「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度について」（平成11
年1月28日付け建設省経振発第8号）による下請セーフティネット債務保証事業若しくは「地域建設業経営強化融資制度について」（平成20年10月17
日付け国交省国総建第197号、国総建整第154号）による地域建設業経営強化融資保証制度を利用する場合において、契約の相手方が工事請負代金の支
払請求権について、債権譲渡承諾依頼書を道に提出し、道が適当と認めたときは当該債権譲渡をすることができることとしているので、留意すること。
　なお、承諾依頼に当たっては、道が指定する様式により依頼すること。

労務費ダンピング調査の実施
   本工事は労務費ダンピング調査の対象工事である。工事内訳書に記載した直接工事費が一定水準を下回った場合、支出負担行為担当者からその理由
の確認を行うため、書面により理由書を提出すること。
なお、理由の回答を拒んだ場合には、合理的な回答が得られなかったこととし、建設Ｇメンへの通報を行います。

　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

 最低制限価格          設定している。

　令和8年10月19日（月）から令和8年11月20日（金）まで
閲覧場所
　「北海道建設部見積用参考資料等提供システム（QuMaOS）
　　　 https://www.qumaos-hokkaido.jp/qumaos/」（北海道のホームページにリンク）

　予定価格の範囲内で、かつ、最低制限価格以上の価格のうち、最低の価格をもって入札（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。

　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わ
ない。
　落札決定から契約を締結するまでの間に落札者が指名停止を受けた場合は、契約の締結を行わないことができる。この場合において、落札者は、契約
を締結できないことにより生じる損害の賠償を請求することができない。

 ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれがあると認めるときは、入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めること
がある。
 契約保証金
　契約を締結する者は、契約金額の100分の10に相当する額以上の契約保証金を納付し、又はこれに代える国債、地方債その他知事が確実と認める担
保を提供すること。ただし、北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号。以下「財務規則」という。）第171条の定めるところより契約保証金の納
付を免除された者は、この限りではない。
　また、契約を締結する者が共同企業体の場合は、契約保証金は、免除する。ただし、その者が契約を履行しないこととなるおそれがあると認めるとき
は、契約保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。

入札書記載金額

　なお、本事項及び(3)の事項については、契約締結時にいずれかを選択の上、契約書を作成するものとし、契約締結後の変更は認めない。

　1回とする。ただし、軽微な設計変更に伴い生じた新工種に係る出来形部分等に対応する請負代金相当額は、当該設計変更に伴う請負代金額の変更が
確定するまでの間は部分払額の算出基礎に算入しない。

 入札の執行回数は原則２回までとする。
　開札の時（落札者の決定前まで）において、３に規定する資格を有しない者のした入札、財務規則第154条各号に掲げる入札及びこの公告に定める入
札に関する条件に違反した者のした入札は、無効とする。
　入札手続きの取消し

質問に対する回答は、令和8年11月17日(火)までに調達ポータルサイトにより回答するものとし、次のとおり閲覧に供するので、確認すること。

　「調達ポータルサイト https://www.idc.e-harp.jp/」（その他の公開情報）

　契約金額の４割に相当する額以内とする。

　契約金額の２割に相当する額以内とする。

　落札者の決定後において、支出負担行為担当者が入札の公正性が確保できないと認めるときは、入札手続き全体を取り消すことがある。

 予定価格                事後公表とする。



入札の公告「３　入札に参加する者に必要な資格」の説明

 　  3の(1)

 　  3の(8)

 　  3の(9)及び(ア)

その他本工事の実施にあたり特段に必要と認められる資格等の要件

制限付一般競争入札の申請書に添付する契約書及び設計書について

１　契約書
(1) 契約変更のない場合
　　　　当初の契約書（写）
(2) 契約変更のある場合
　　　　当初の契約書（写）及び各設計（契約）変更の通知書（写）
２　設計書
(1) 設計変更のない場合
　　　　当初の設計書の次の部分の（写）
　　　　　ア　設計書鑑（施工年度、工事名の確認）
　　　　　イ　類似工事施工実績調書の工事概要欄に記載した内容を確認できる部分
(2) 設計変更のある場合
　　　　最終の変更設計書の次の部分の（写）
　　　　　ア　設計書鑑（施工年度、工事名の確認）
　　　　　イ　類似工事施工実績調書の工事概要欄に記載した内容を確認できる部分
※　概数で発注される場合は、設計変更があるので、設計変更の有無を充分確認すること。

・「１　入札に付する事項」関係
　この工事は、フレックス工期制による工事のため、次のことに留意してください。
　（１）落札者は、契約までの間に「様式１」により実工期の申出をしてください。
　（２）受注者が設定した工期に基づく契約により増加する経費は、受注者の負担とします。
　（３）前払金を請求できる時期は、契約書で定めた工期内となります。
　（４）契約日から工事開始日の前日までの期間は、当該工事現場の管理は当空知総合振興局の責任において行います。
　（５）契約日から工事開始日の前日までの期間は、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手してはなりません。
　　　　ただし、工事着手以外の工事のための資機材の発注、労務者確保等の準備行為は、受注者の責により行うことができます。
　（６）契約日から工事開始日の前日までの期間は、主任技術者又は監理技術者を配置することを要しません。

本工事に対応する建設業の種類は、電気工事業です。

本工事と同種で、かつ、概ね同規模と認められる工事は、「道路照明の設置（補修可）」の施工実績です。

① 国家資格を有する主任技術者とは、1級電気工事施工管理技士、２級電気工事施工管理技士又は技術士（電気電子部門、建設部門又は総合技術監理部
門（選択科目を「電気電子部門」又は「建設部門」に係るものとするものに限る。））の資格を有する者です。また、これと同等以上の資格を有する者
とは、建設業法第７条第２号ハの規定に該当する者です。
② 下請代金の額（その工事に係る下請契約が二以上あるときは下請代金の額の総額）が5,000万円以上（建築工事業の場合は8,000万円以上）となる下
請契約を締結する場合には、監理技術者の配置が必要となることから、監理技術者の配置を要する工事に該当すると事前に判断される場合又は該当する
か流動的な場合には、工事途中の技術者の変更が生じないよう、当初から監理技術者になりうる資格を有する技術者を配置してください。
③ 監理技術者とは、1級電気工事施工管理技士又は技術士（電気電子部門、建設部門又は総合技術監理部門（選択科目を「電気電子部門」又は「建設部
門」に係るものとするものに限る。））の資格を有する者又はこれと同等以上の資格を有する者として建設業法第１５条第２号ハの規定に該当する者
で、本工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者の資格を有する者です。
④ 監理技術者補佐は、③の要件を満たす者又は１級電気工事施工管理技士補以上の資格を有する者であり、監理技術者の職務を補佐する者です。

 



第９条　開札の結果、落札に至らない場合は、直ちに初度の入札参加者で再度入札を行います。
２　再度入札によっても落札に至らなかった場合には、随意契約によることがあります。
（落札者の決定）
第10条　有効な入札を行った者のうち、予定価格の範囲内で最低の価格で入札をした者を落札者とします。ただし、最低制限価格を設定した場合は、その最低制
限価格以上予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を落札者とします。

（開札）
第８条　開札は、電子入札システム上において行い、開札結果を電子入札システムで公開しますので、開札時には必ず自己の使用に係る電子計算機で確認できる
よう待機してください。
   また、入札書を紙により提出する入札参加者又はその代理人に対しては、その場で開札の結果をお知らせします。
   なお、開札には当該入札事務に関係のない職員を立ち会わせます。
（再度入札）

(8) 郵便等による入札で所定の日時までに到着しなかったもの
(9) 無権代理人がした入札
(10) 入札に関し不正の行為があった者のした入札（当該行為が契約締結前に明らかとなったものに限る。）

（入札保証金等の返還）
第12条　落札者が決定した場合、入札保証金又はこれに代える担保は、落札者に対しては契約締結後に、落札者以外の者に対しては入札執行後に返還します。

２　落札者となるべき価格で入札した者が２人以上いる場合は、電子入札システムが備える電子くじ機能によるくじ引きにより落札者を決定します。

（最低価格の入札者を落札者としない場合）
第11条　開札の結果、次の各号のいずれかに該当するときは、予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を落札者としない場合があります。

(11) 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札
(12) その他入札に関する条件に違反した入札

(3) 入札書を紙により提出する場合において、入札書に記名押印がない入札
(4) 所定の入札保証金の納付又はそれに代える担保の提供をしない者のした入札
(5) 一の入札者又はその代理人が同一事項について二以上の入札をしたときの入札
(6) 代理人が２人以上の者の代理をしてした入札
(7) 入札者が同一事項について他の入札者の代理をしたときの双方の入札

２　入札書を紙により提出する入札参加者又はその代理人は、その提出した入札書を書き換え、引き換え、又は撤回することはできません。
（無効入札）
第７条　次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とします。
(1) 電子入札システムに到達した入札金額その他所定の情報（入札書を紙により提出する場合は、記載金額その他入札要件）が確認できない入札
(2) 入札書を紙により提出する場合において、入札書の記載金額を加除訂正した入札

   また、入札書を紙により提出する場合の入札書には、入札参加者（委任者）と代理人の氏名(法人の場合には、その名称及び代表者氏名）を併記し、代理人が押
印して入札するものとします。
２　入札参加者又はその代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をすることはできません。
３　入札参加者は、競争入札の参加を排除されている者又は競争入札の参加資格を停止されている者を入札代理人とすることはできません。
（入札書の書換え等の禁止）
第６条　入札参加者又はその代理人は、電子入札システムに到達した入札金額その他所定の情報を書き換え、引き換え、又は撤回することはできません。

第４条　入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等に抵触する行為を行ってはなりません。
２  入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなけ
ればなりません。
３  入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示してはなりません。
（代理）
第５条　入札参加者は、代理人をして入札に参加させようとするときは、当該入札の執行前に、その旨を証する書面（委任状）を入札執行者に提出しなければな
りません。

４　入札保証金に代える担保として銀行又は知事の指定する金融機関の保証を提供するときは、保証期間を開札当日から起算して９日以上とした当該保証を証す
る書面を提出してください。
（入札）
第３条　入札参加者は、その使用に係る電子計算機に入札金額その他所定の情報をＩＣカード（電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第102号）第
８条に規定する認定認証事業者が発行した電子的な証明書（電子署名及び認証業務に関する法律施行規則（平成13年総務省・法務省・経済産業省令第２号）第４
条第１号に規定する電子証明書をいう。）又は商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項の規定に基づき登記官が発行する電子的な証
明書（商業登記規則（昭和39年法務省令第23号）第33条の８第２項に規定する電子証明書をいう。）を格納しているカードのうち、北海道の電子入札システム
に利用者登録済みのものをいう。以下同じ。）及び当該電子証明書に係るパスワードを用いて入力し、指定された日時までに支出負担行為担当者の使用に係る電
子計算機（以下「電子入札システム」という。）に到達するように送信しなければなりません。

２　入札書を紙により提出する入札参加者は、電子入札用の様式により入札書を作成し、封書の上、自己の氏名を表記して提出（入札箱に投入）しなければなり
ません。

（公正な入札の確保）

第１条　北海道が発注する各種契約に係る入札を電子的に行う場合における入札参加に当たっては、別に定めのあるもののほかこの心得を承知してください。

（入札保証金等）
第２条　入札参加者（入札保証金の納付を免除されている者を除く。）は、開札日時前に、見積もった契約金額（消費税及び地方消費税（以下「消費税等」とい
う。）相当額を含んだ額）の100分の５に相当する額以上の入札保証金を納付し、又はこれに代える担保を提供しなければなりません。ただし、保険会社との間
に道を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、当該入札保証保険証券を提出したときは、入札保証金の全部又は一部の納付を免除します。

２　前項の入札保証保険は、定額（定率）てん補の特約のあるものとし、かつ、保険期間が開札当日から起算して９日以上のものでなければなりません。
３　入札保証金に代える担保として定期預金債権を提供するときは、その担保に質権を設定し、当該金融機関の確定日付けのある承諾書を提出してください。

３　郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者、同条第９項に規定する特定信書
便事業者若しくは同法第３条第４号に規定する外国信書便事業者による同法第２条第２項に規定する信書便（以下「郵便等」という。）による入札を認める場合
において、前項の入札書を郵便等により送付して入札しようとする者は、その封筒に「　　工事入札書」と朱書きし、配達証明郵便又は民間事業者による信書の
送達に関する法律第２条第６項に規定する一般信書便事業者、同条第９項に規定する特定信書便事業者若しくは同法第３条第４号に規定する外国信書便事業者の
提供する同法第２条第２項に規定する信書便の役務のうち配達証明郵便に準ずるものとして知事が定めるもので提出しなければなりません。

建設工事競争入札心得（電子入札用）

（総則）



３　前項の申し出により、電子契約を希望した場合、電子契約に承諾したものとみなします。

２　入札参加者又はその代理人は、落札者となった場合に希望する契約方法を、支出負担行為担当者が指定する様式により、別途指示する時期までに申し出を
行ってください。

(2)　契約の締結を契約内容を記録した電磁的記録で行う場合（以下、「電子契約」という。）には支出負担行為担当者が電子契約サービスにアップロードした契
約書案に電子署名を行わなければなりません。

(1)　契約の締結を書面で行う場合には支出負担行為担当者の作成した契約書案に記名押印の上、支出負担行為担当者に提出しなければなりません。

（契約の締結）
第13条　落札者が当該契約を締結しようとするときは、落札決定の通知を受けた日から７日以内に次の各号により対応しなければなりません。ただし、支出負担
行為担当者から契約の締結を保留する旨の通知があった場合は、その指示に従ってください。

(6)  見積用参考資料により示す工事費内訳書様式の項目に対応した金額が確認できない場合
５　前項により入札が無効となった場合は、第９条に掲げる再度入札に参加できません。

(1)  工事費内訳書の提出がない場合
(2)  工事費内訳書の記載金額（合計金額）その他当該工事費内訳書の要件が確認できない場合
(3)  入札書を紙により提出する場合において、工事費内訳書に記名押印がない場合
(4)  入札書を紙により提出する場合において、入札者（代理人をして入札をした場合にあっては当該代理人）以外の者が工事費内訳書を提出した場合
(5)  工事費内訳書の合計金額と入札書の記載金額が一致しない場合

（工事費内訳書の提出等）
第22条　入札書提出時に工事費内訳書の電子ファイルを添付して電子入札システムにより提出しなければなりません。入札書を紙により提出する場合は、参加す
るすべての入札に係る工事費内訳書をあらかじめ作成の上、持参するようにしてください。
　また、紙による工事費内訳書の提出に当たっては、工事費内訳書を封書の上、自己の氏名を表記して入札書と同時に提出しなければなりません。

２　工事費内訳書には、見積用参考資料により示す工事費内訳書様式の項目に対応する金額を記載しなければなりません。
３　入札参加者又はその代理人は、その提出した工事費内訳書を書き換え、引き換え、又は撤回することはできません。
４　第７条各号に掲げるほか、工事費内訳書が次の各号のいずれかに該当するときは、当該工事費内訳書に係る入札は無効とします。

（不正行為に伴う損害賠償等）
第21条  入札に関して談合等の不正行為があった場合は、契約で定めるところにより、賠償金を徴収し、又は契約を解除することがあります。

第18条  入札に関して談合情報があった場合は、入札の執行の延期、事情聴取又は入札の執行を取りやめることがあります。
２  契約締結後に入札談合の事実があったと認められたときは、契約を解除することがあります。
（入札の取りやめ等）
第19条　前条第１項及び第２項に定めるもののほか、支出負担行為担当者が入札を公正に執行することができないなど特別の事情があると認めるときは、入札の
執行を延期し、又は取りやめることがあります。
２　電子入札システムに予期せぬ障害が発生したときは、電子入札の執行を延期し、又は中止することがあります。

6　契約保証金に代える担保として銀行、知事の指定する金融機関又は保証事業会社の保証を提供するときは、工期の完成期限までに生じる債務不履行が保証され
ることを証する書面を提出してください。ただし、契約保証金に代えて提供させる担保については、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方である保証事業
会社が定め、支出負担行為担当者が認めた措置を講ずることができます。この場合において、契約の相手方は、当該保証を証する書面を提出したものとみなしま
す。

（入札保証金等の充当）
第17条　落札者は、当該入札に係る入札保証金又はそれに代える担保の一部又は全部を契約保証金一部に充てることができます。
（談合情報に対する対応）

(1)　保険会社との間に道を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険証券を提出したとき。
(2)　保険会社、銀行、農林中央金庫その他知事が指定する金融機関との間に工事履行保証委託契約を締結し、道を債権者とする公共工事履行保証証券を提出した
とき。
２　前項第１号の履行保証保険契約は、定額（定率）てん補の特約のあるものとし、かつ、保険期間が工事の始期から引渡し完了予定日までの期間以上のもので
なければなりません。
３　第１項第２号の公共工事履行保証証券は、工期の完成期限までに生じる債務不履行が保証されることを証するものでなければなりません。

5　契約保証金に代える担保として定期預金債権を提供するときは、その担保に質権を設定し、当該金融機関の確定日付けのある承諾書を提出してください。

（入札保証金等の帰属）
第15条　落札者が当該入札に係る契約を締結しないときは、当該落札者が納付した入札保証金又はその納付に代えて提供した担保は、道に帰属します。
２　落札者であって入札保証金の納付を免除されたものが正当な理由なく契約を締結しないときは、当該落札者の見積もった契約金額（消費税等相当額を含んだ
額）の100分の５に相当する額の違約金を道に納付しなければなりません。
（契約保証金等）
第16条　契約を締結しようとする者（契約保証金の納付を免除されている者を除く。）は、契約金額の100分の10に相当する額以上の契約保証金を納付し、又
はこれに代える担保を提供しなければなりません。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一部の納付を免除します。

４　契約を締結しようとする者は、第１項の規定による履行保証保険証券又は公共工事履行保証証券（以下「証券」という。）の提出に代えて、電子情報処理組
織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」という。）であって、当該履行保証保険契約の相手方又は当該工事履行保証委託
契約の相手方が定め、支出負担行為担当者が認めた措置を講ずることができます。この場合において、契約を締結しようとする者は、当該証券を提出したものと
みなします。

（落札者と契約の締結を行わない場合）
第14条　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行いま
せん。
２ 落札決定から契約を締結するまでの間に落札者が指名停止を受けた場合は、契約の締結を行わないことができるものとします。この場合において、落札者は、
契約を締結できないことにより生じる損害の賠償を請求することができません。

２　再度入札の結果落札者がなく当該競争入札が打ち切られた場合は、入札保証金又はこれに代える担保はすべて返還します。


